
















































9 宮城県内務部長からの文書 1923（大正12）年 2 月22日付斎藤報恩会設立に関する文書




6 の「委任状」、 7 の「印鑑届」を印刷したもの
を含む
12 「証認アル謄本下附申請」案 1923（大正12）年 3 月 7 日発議「12年（第 2 号3.08）」の書き込みあり
13 内務部より謄本下附の知らせ 1923（大正12）年 3 月20日付「12年（第 4 号3.20）」の書き込みあり
14 「公益法人ニ関スル件」 1926（大正15）年 7 月19日付宮城県学務部長より書類提出の依頼
15 「宮城県学務部長回答案」 1926（大正15）年 7 月20日発議14に対する回答案
16 「公益法人調査ノ件照会」 1927（昭和 2 年） 6 月14日付宮城県学務部長より
17 「宮城県学務部長宛公益法人調査ノ件」









19 「公益法人ニ関スル件」回答案 1934（昭和 9 ）年 5 月21日、24日の押印あり18に対する回答案


























35 学術研究関係者の会合において協定した内容の通知文 1925（大正14）年 6 月26日付
36 「財団法人斎藤報恩会」の英語表記についての通知文 1925（大正14）年 9 月 8 日付
37 「事務関係事項」 学術研究総務部の所在及び構成員等の一覧
38 「学術研究者へ通牒案」 1925（大正14）年10月学術研究総務部から研究者宛
39 「財団法人斎藤報恩会ノ補助ニ依ル学術研究ニ関スル規定」 第 1 条から第 4 条まで





















55 「学術研究総務部会計事務取扱方ノ件」 1926（大正15）年 9 月22日付
56 「報恩会事務所設置ニ伴フ会計事務ノ変更（案）」
57 「事務分担ノ件」 1927（昭和 2 ）年 5 月26日発案
58 「学術研究臨時補助改正ノ件」 「昭和三、二、一六評議会」と朱書きあり2 部









64 「諸費用支出ニ関スル件」 1928（昭和 3 ）年 2 月22日付
65 「地方学校長ヘ依託セル預金利子ニ関スル件」1928（昭和 3 ）年 4 月12日付
66 「寄附行為一部変更の認可について」 1952（昭和27）年 4 月14日付宮城県教育委員会の認可書あり
67 「本会事務所移転についての報告」 1952（昭和27）年 4 月27日付
68 「登記簿抄本」
69 認可書の写し 1952（昭和27）年 4 月14日付
70 「評議員会議事録写」 1952（昭和27）年 3 月20日の書面審議の内容






2 ． 2 ．「財団法人斎藤報恩会」の訳語についての通知






“The Saito Gratitude Foundation”
従テ欧文研究報告等ニ同会補助ニ依ル旨ヲ記載セラルヽ場合ニモ同様御取計相成度其段御通知致候
この史料により、「財団法人斎藤報恩会」の正式な英語表記は ”The Saito Gratitude 
Foundation” であり、研究者に通知されたのは1925（大正14）年 9 月 8 日であったことが明らか
となった。
『斎藤報恩会事業年報』において英文の “Annual Report of The Work” が掲載されるのは1928
（昭和 3 ）年の第 3 巻からである。その表紙においては “Saito Ho-on Kai” の名称の下に（The 
Saito Gratitude Foundation）と括弧書きでこの英文の財団名が記載されているが、この表記は
その後も変わることはなかった。これらのことから、「財団法人斎藤報恩会」の英語表記は正式
には ”The Saito Gratitude Foundation” であり、研究者にはこの表記を使用するように依頼した
ものの、徹底されることはなかったといえよう。















































れていた。学術研究総務部の設置が認められたのは1925（大正14）年 4 月30日の第 1 回評議員
会でのことである。 5 月20日の第 3 回評議員会で学術研究総務部規程が承認され、 6 月に畑井
新喜司が部長に就任した。畑井が部長に就任して以降、 6 月26日に研究報告の提出及び学術研
『法人関係書類』にみる斎藤報恩会 7




























































「第二回案」では、第 1 条と第 2 条、第 8 条、「附則」の第15条において修正が加えられた。
第 1 条の修正は「施行」を「施設」に変更したもので、第 2 条において使用された「施設」と
表現を統一するための変更であったと考えられる。第 2 条の修正は申込期限の削除で、当初は
補助申込の期限を 2 月末としていたことがわかる。第 8 条の修正は表現のみの変更で、内容的
には変更がないといえる。「附則」の第15条の修正はこの条文の削除であり、施行細則の変更方
法について何らかの意見が交わされたことがわかるが、詳細については不明である。































































2 回案」の第 1 条の表現は変更されているものの、その内容に大きな変更はない。第 2 、 3 、
4 条については新たに設けられたもので、行う事業の「形式」を「本会ノ直接施設」、「本会ノ
間接施設」、「補助」の 3 つに分類し、定義したものである。第 5 条は修正された「第 2 回案」
の第 2 条とほぼ同様の内容である。第 6 条は「第 2 回案」の第 3 条の表現を変更し、「三、事業
ノ維持並ヒニ監督方法」、「四、事業ノ責任者及関係者ノ住所職業氏名」を削除したものである
が、申請の際の提出書類を絞っていった過程がわかる。第 7 条は「第 2 回案」の第 4 条を修正
したもので、この変更により学術研究費補助の採否についての方法がより具体的になった。第
8 条は新たに設けられたもので、申請者に申込書の充実を暗に求める内容となっている。第 9
条と第10条は「第 2 回案」の第 7 条を 2 つに分けた内容で、大きな変更点としては当初 2 週間
以内に契約手続きを履行することと明確に期限を設定していたのを「速ニ」と幅を持たせたと
ころである。第11条は「第 2 回案」の第 9 条及び10条の内容に修正を加えたもので、この変更
から事業の進捗状況や補助金の収支報告を年 2 回から年 1 回に変更したこと及び補助金の収支
より事業の進捗状況を重視していたことがわかる。後半の部分は「第 2 回案」の第10条の内容
とほぼ同じ内容である。第12条は「第 2 回案」の第11条に修正を加えたもので、第 2 回案の具
体的な調査方法が省略された。第13条は「第 2 回案」の第12条の表現を変更したもので、内容

















































































められたのは、1925（大正14）年 4 月30日の第 1 回評議員会でのことである。同年 5 月20日の








「財団法人斎藤報恩会」の英文表記は “Saito Ho-on Kai” と ”The Saito Gratitude Foundation”
の 2 つが知られているが、『法人関係書類』に綴られていた史料より、斎藤報恩会は ”The Saito 
Gratitude Foundation” の表記を研究者に求めていたことが明らかとなった。
「財団法人斎藤報恩会寄附行為施行細則」は今回確認されただけでも 5 回の加筆修正が確認で
きた。これらの加筆修正を通じて、条文は洗練されたものとなっていった。第 4 回理事会にお
いて「理事又ハ評議員ノ紹介書」の添付の必要性を巡って議論があった。当初は「理事又ハ評
議員ノ紹介書」は必要ないと条文から削除されたのであったが、最終的には「イキ」と原案通
り紹介書の提出が必要となった。理事または評議員の紹介書が不要であるならば、才能はある
ものの理事や評議員と面識がない人物であっても斎藤報恩会の補助を希望することができるこ
とになり、より質の高い案件に対して補助を行えたであろう。斎藤報恩会は紹介書の問題点に
ついて認識していたもののその点を克服できなかったのであるが、これが当時の限界であった
といえるだろう。
「財団法人斎藤報恩会寄附行為施行細則」の加筆修正は、いつどのようにして行われたのか、
どのような議論がなされ、誰がどのような意見を出したのか等についてまで明らかにすること
はできなかったが、東北大学史料館に寄贈された斎藤報恩会の史料等を精査することによって
明らかになるであろう。また、『法人関係書類』には「斎藤報恩会内規」の変遷を示す史料も存
在しているので、これらの史料を解析することにより、斎藤報恩会の特質がより一層明らかに
なるであろう。
――
注
1 ） この通牒案にははがきの文面も書かれていたが本稿では省略した。
2 ） この史料には学術研究総務部のものと思われる角印が押されていた。
3 ） 以下各原稿において書き込まれた内容はゴシック体で示した。
4 ） 訂正の内、第11条の「様式」から「報告」の訂正は、原稿が印刷されたものに訂正を加えたのでなく、印
刷される前に訂正を加えたものであった。第16条の後の第12条と第13条は別紙に書かれて史料に綴じられ
ていたもので、第12条と第13条の訂正が全面的であったため、別紙に書き直したものと考えられる。
